
STOP軍拡パネル①

①日米両国は、航行及び上空飛行の自由を含む、海洋にお
ける共通の規範を推進する。

②日本は同盟及び地域の安全保障を一層強化するために
自らの防衛力を強化することを決意した。

③日米両国は、辺野古代替施設の建設、馬毛島空母艦載機
着陸訓練施設に関する現行の取決めを実施する。

④日米両国は、台湾海峡の平和と安定の重要性を強調する。

日米首脳共同声明
2021.4.16

「安保3文書」の改定（12月発表）
「国家安全保障戦略」
「防衛計画の大綱」
「中期防衛力整備計画」

その
中身は

防衛費の増額（5年でGNP2%)
敵基地攻撃能力の保有
武器輸出の拡大等

さらに
2022.5.23
共同声明で

岸田総理は、日本の防衛力を抜本的に強化し、その裏付け
となる防衛費の相当な増額を確保する決意を表明し、
バイデン大統領は、これを強く支持した 。

起
点
の
ひ
と
つ

新たな時代における
日米グローバル・
パートナーシップ



1位 米国 8006億ドル 3.5
2位 中国 2933億ドル 1.7

3位 インド 765億ドル 2.7
4位 イギリス 683億ドル 2.2
5位 ロシア 659億ドル 4.1
6位 フランス 566億ドル 1.9
7位 ドイツ 560億ドル 1.3
8位 サウジアラビア 555億ドル 6.6
9位 日本 541億ドル 1.1
10位 韓国 502億ドル 2.8

2021年の世界の軍事費上位10カ国

（ストックホルム国際平和研究所の資料から作成）

軍
事
費
が
倍
増
す
る
と

世
界
第
３
位
の
軍
事
大
国
に

2021年の軍事費 GNP比（％）
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過去16年間の防衛関係費（当初予算）の推移

（2022防衛白書から作成）

5兆1,788億円

STOP軍拡パネル②



STOP軍拡パネル③

防衛費
5兆

1,788億円

歳出化経費（ローン）
1兆9,651億円

人件・
食糧費
2兆

1,740億円

一般物件費
1兆397億円

「使えない兵器の大量購入で、防衛省の財政は火の車」
（半田滋「通販生活」2022・冬号）

防衛費倍増の目的は
アメリカ製兵器“爆買い”の
失政を覆い隠すことにある
　　　　　（「通販生活」2022.冬号、半田滋）

防衛費の38％は
高額武器のローン支払い

37.9％

20.1％
42.0％

無人偵察機
「グローバル・ホーク」
1機約210億円×3機
計630億円（通販生活、2022.冬号）

輸送機「オスプレイ」

地上配備型迎撃ミサイルシステム
「イージス・アショア」

1機約200億円×17機
計3,400億円（通販生活、2022.冬号）

277億円（赤旗電子版、2021.7.11）
地上配備断念後も、導入経費の支払い続く

取得するレーダーシステム搭載艦の建設費
2隻で1兆円（朝日、2022.11.18）

●2022.3.18、ノルウエーで墜落、乗員4名死亡。
●2022.6.8、カリフォルニアで墜落、乗員5名死亡。
●2022.8、米空軍、クラッチの不具合で全オスプレ
イの飛行停止措置。運用の見直しだけで飛行再開。

●陸上偵察が主の無人偵察機。
　海上偵察が多い日本で、どれほど役立つか不明。

中止決定後も金食い虫

構造的な欠陥機の導入

「使えない兵器」の代
表



STOP軍拡パネル④
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「防衛費」の増額を押し上げる
武器・装備品の爆買い

12式対地誘導弾の長射程化 F35Aの新規調達

F35Bの新規調達

F15の改修 高速滑空弾の研究

極超音速誘導弾の技術開発

「スタンド・オフ」電子戦機の開発 「いずも」型護衛艦の改修
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STOP軍拡パネル⑥

ステルス戦闘機
F35の爆買い

2011年 空自の次期主力戦闘機としてF35、42機導入決定
2018年 105機の追加取得を閣議了解。うち42機がBタイプ
取得価格 1機、約116億円（2018年度の契約ベースで）
取得総額 約116億円×147機（42機＋105機）=1兆7052億円
維持費 1機あたり、運用30年で307億円
維持費総額 307億円×147機で4兆5129億円
 

1009年度

（千億円）

18年度は予算。
19年度は概算要求。
防衛省資料から
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トランプ政権誕生

安倍内閣

▼

※2018.12.9、朝日図表を元に作成

F35Bステルス戦闘機

米
国
か
ら
の

F
M
S
調
達
予
算
額
の
推
移

有償軍事援助
FMS
Foreign
Militaly
Sales

取得・維持総額は
６兆2181億円

●安倍内閣になってから急増したFMS調達。「有償軍事援助」と訳されているが、
米政府の言いなりの価格で買わされる、高額買い取りの仕組み。
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横須賀に配備された最新鋭イージス艦「まや」

海自、7番目のイージス艦「まや」（179）
2020.3.19、横須賀配備
自衛艦初の「CEC・共同交戦能力」を搭載
「情報交換」から「武力行使の一体化」へ

「まや」が得た
情報をもとに、
CECを搭載した
米艦がミサイル
攻撃できる

●「日米艦艇は、相手が入手したレーダー情報をもとに
ミサイルを発射するなどの攻撃はできなかったが、CEC
（共同交戦能力）は違う。「まや」が入手したレーダー情報
をもとに、CECを搭載した米駆逐艦がミサイルを発射し、
敵を攻撃することができる」（半田滋、「世界」2020.6）。

日米の武力行使一体化に突き進む
イージス艦

●今年の4月には、
日本海で日米の艦
艇が連携し、レー
ダーで捉えた情報
に基づき、相手の
ミサイルをどう撃
ち落とすかまでの
手順を確認する訓
練が行われた。

すでに
こんな
訓練が



STOP軍拡パネル⑦

「いずも」

「アメリカ」

第1次改修後の「いずも」、
米戦闘機F35Bで発着検証

ねらいは日米共同運用

●2021年10月3日、四国沖で「いずも」に米軍
F35Bが発着。岸防衛大臣は「「日米同盟の抑止
力、対処力の強化にもつながる」、将来的には空
母化した「いずも」と、米軍機が連携する可能性
を示唆」（朝日デジタル、2021.10.5）。

「いずも」の飛行甲板で発着訓練をする米F35B

朝日新聞
2019.8.21

●
第
１
次
改
修（
31
億
円
）を
終
え
た「
い
ず
も
」は
、

２
０
２
１
年
６
月
に
横
須
賀
へ
戻
っ
て
き
た
。第
１
次

改
修
は
飛
行
甲
板
の
耐
熱
化
と
、甲
板
の
ラ
イ
ン
表

示
の
変
更
だ
っ
た
。

●「
い
ず
も
」に
新
し
く
引
か
れ
た
黄
色
の
ラ
イ
ン
は
、

米
強
襲
揚
陸
艦「
ア
メ
リ
カ
」と
同
じ
だ
。

護衛艦「いずも」の空母化
空母となった「いずも」の飛行甲板を、日米の戦闘機が共同運用



STOP軍拡パネル⑧
朝日、2022.10.28（夕刊）
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実
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の
あ
る
イ
ー
ジ
ス
艦
の
改
修

巡航ミサイル・トマホーク

●1984年配備
　→核・非核両用に開発された
●海軍が初めて持った「対地攻撃能力」
　→戦争の形を変えた
●地形照合装置で地上すれすれを飛ぶ
　→レーダーに捕捉されない
●時速880km
　→反撃用のミサイルではない

イラク戦争は
横須賀母港のイージス艦の
トマホーク発射で始まった

イージス艦「カウペンス」が発射した
トマホーク（2003.5.20）

国際法違反の先制攻撃

実績とは 米軍が、ふたつの戦争で先制攻撃兵器として使用

先制攻撃が可能な敵基地攻撃能力の取得

反撃能力は

自衛隊の導入は

時速880kmの低速飛行では、反撃用ではない

自
衛
隊
の

ト
マ
ホ
ー
ク
導
入
か
ら

見
え
て
く
る
も
の

忘
れ
て
は

な
ら
な
い
こ
と

で
、結
論
。



STOP軍拡パネル⑨

「海自に防衛出動を命じた上で、米海軍と共同で
対処するまでの流れを確認した」（時事ドットコム、2022.8.8）

7月28日、ハワイ周辺太平洋上で先頭を行く「いずも」

「いずも」、リムパックで「存立危機事態」想定演習
リ
ム
パ
ッ
ク
参
加
の
た
め

横
須
賀
か
ら
出
港
す
る

へ
り
空
母「
い
ず
も
」

「
武
力
で
平
和
は

作
れ
な
い
」と
抗
議
す
る

市
民

2022.6.13

リムパック2022＝環太平洋合同演習（26カ国）

武力攻撃事態

日本への
武力攻撃
個別的自衛権行使

存立危機事態

他国への
武力攻撃
集団的自衛権行使

重要影響事態

日本に影響
がある事態
外国軍への後方支援

自衛隊
行動の
要件

安保関連法が想定する主な事態と自衛隊の行動

「いずも」、「たかなみ」は
「存立危機事態」を想定した
訓練を、リムパックで実施。

米国の戦争に参戦
集団的自衛権行使



STOP軍拡パネル⑩
武器輸出禁止、ますます骨抜きに

三原則前文に明記
●武器輸出は外交・防衛上
　の重要な政策ツール
●防衛産業基盤の
　維持・強化に資する

神奈川新聞、2022.11.18



STOP軍拡パネル⑪

国内総生産（GDP）に占める教育への公的支出

OECD平均は4.1％。大学等、高等教育を受ける学生の私費負担の割合は、
日本は67％。OECD平均の31％の倍以上。2022年年10月3日発表（2019年
時点）（読売オンライン、2022.10.4）

教育への
公的支出

子どもの貧困率（2018年）

貧困層とは、厚生労働省が公表している相対的貧困率の算出方法から等価
可処分所得の中央値の半分に満たない世帯と定義付けられている。

子どもの
貧困率

13.5％

日本は2.8％

7人に1人が貧困状態

ひとり親
貧困率

こんな
ことも

ひとり親家族の相対的貧困率

※相対的貧困線の目安：可処分所得が約127万円未満
※厚生労働省「2019年国民生活基礎調査」より

2世帯に1世帯 48.1%

「損失と
被害」

国連の気候変動枠組み条約第27回締約国会議

温暖化の「損失と被害」への資金支援は、30年前から途上国が求めていた。
一方、先進国は、賠償額が膨大になると反対していた。（朝日、2022.11.21）

途上国の要求

加盟37か国中36位

税金は、本当に必要なところへ

待ったなしの温暖化対策

「米軍は、世界で最も大量の石油を消費する機関であり、単一の組織としては世界
最大の温室効果ガス排出者。（しかし）京都議定書では、米政府が圧力をかけた
ため、軍事活動からの排出は国家の排出量にカウントされず、報告する必要もな
いことになった。このため「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）」では軍事部
門からの排出は計算に含まれていない。（ビッグイッシュー日本語版389号より）

合意に30年
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６
大
都
市
を
除
く
人
口
10
万
人
以
上
の
都
市

出
典「
起
債
書
類
」（
大
正
13
年
〜
昭
和
13
年
）「
軍
港
都
市
史
研
究
Ⅳ・横
須
賀
編
」よ
り

「横須賀は基地で発展した街」
は本当か？
人
口
１
人
当
た
り
の
直
接
国
税
負
担
額
横
須
賀
は
、６
大
都
市
を
除
く

人
口
10
万
人
以
上
の
都
市
で
、

直
接
国
税
負
担
額
は
最
低
だ
っ
た
。

旧
軍
港
市
が
ワ
ー
ス
ト
３
を
独
占
！

（旧軍港市は、軍があるために、軒並み貧乏だった）

最
下
位
↓
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